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特 集 3 社会へ拡がる環境活動

学校における環境教育の充実にむけて 文部科学省初等中等教育局　視学官　日置光久氏

発表題 発表学校

小平第一小学校

国分寺市立第八小学校

小金井第二中学校屋上緑化実験を通じて明らかになった生徒の変容

身近な生態系への理解をすすめる環境教育
̶理科教育を中心とした生物多様性の学び̶

進んでかかわり、自分の考えをもち、行動しようとする子の育成
̶身近な環境の中での活動や体験を生かして̶

講演 講演者

さくよう

さくよう

　小金井・国分寺・小平の各市教育委員会より協力を得て、本学環境教育研究センター主催の
「環境教育実践フォーラム」が2011年２月28日（14: 30 〜 16 : 45）に開催され、３校から報告があ
りました。学校における環境教育の取り組みや地域での環境学習イベントなどを報告してい
ただき、それら実践報告を通じて、これら地域における環境教育の進展を図ることを目的とし
たフォーラムです。今回は、文部科学省視学官の日置光久氏をお招きして、学校における環境
教育の推進のポイントについてお話しいただきました。教員、教育委員会関係者、学校支援の
市民、各市の環境部局の担当者、本学の教職員や学生など、約50名が参加しました。フォーラ
ム終了後、井上録郎氏制作の武蔵野の自然をテーマにした児童用ビデオを視聴し、環境教育へ
の造詣を深める良い機会となりました。　　　　　　　
（環境教育研究センター　樋口利彦）

第2回　小金井・国分寺・小平「環境教育実践フォーラム」

　東京学芸大学は、2007年より山梨県小菅村と地域連携
協定を結んでいます。「植物と人々の博物館プロジェクト
ppmusee」では、この協定に基づき、小菅村と連携をとり
ながら、民族植物学と環境教育学の視点から生物文化多様
性に関する国内外の調査研究を進めています。生活文化
は、それぞれの地域で、人々が自然環境に対して働きかけ、
創造・継承されてきました。その伝統的な生活文化につ
いて研究をすることは、「未来に向けて、地域がどのよう
に発展していくことができるのか」という可能性を探る大
きな鍵を握っています。地域住民をはじめステークホル
ダーが議論する際の基軸となるような観点を問い続ける
プロジェクトでありたいと考えています。
（理科教育非常勤講師　井村礼恵）　　　　　　

　農地が住宅地の中に点在し、水と緑の街と言われる小金
井から、都市近郊農業が元気になり、街の活力を取り戻す
ことができないかと、平成16年より江戸野菜をテーマに
講座を開講し、野菜作りの基礎を学ぶ活動を行っていま
す。市民の皆さんに江戸野菜に興味を持ち、親しみを持っ
てもらうことによって、小金井の農業を考える輪が拡がっ
ていけばと考えています。　江戸・東京野菜の種・苗な
どをできる限り収集し、栽培を通じて生育・生産実験をし
ています。平成16年に「小金井を江戸野菜で元気に」を主
旨として発足し、16年度は座学で江戸野菜を学び、17年度

小金井を江戸野菜で元気に

植物と人々の博物館プロジェクト　
ppmusee

　東京 葉会は駒場 （現東京大学）で創立し、本年で百周
年を迎えました。幾多の変遷を経て、この半世紀は活動の
中心が東京学芸大学に移っています。植物採集や研究活
動を学生たちで行っていましたが、最近は卒業生や地域
の植物愛好者が主な会員となっています。環境教育研究
センターにおいて百周年記念会を開催し、ヒマラヤの植物
写真、植物画、植物標本などの展示のほか、五日市深沢と
陣馬の調査研究の発表を行いました。
（東京 葉会　山田益男）

百周年を迎えた東京 葉会

　2004年から環境教育研究センターでスタートした「田ん
ぼの時間」も、今年ではや８年目を迎えました。毎年約50
名の会員と生物資源型農法による稲づくりに併せて、水生
生物、昆虫、植物の各観察会を行っています。アマガエル

（両生類）やコナギ（植物）といった田んぼでお馴染みの生
きものたちの命は、毎年くり返される農作業に支えられて
います。ありふれた稲作体験に終わらせないよう、会員
には草刈りや水管理にも参加してもらい、「農」によって人
が自然に働きかけることの意味をともに実感できるよう
心がけています。近年、参加者の子どもたちが低年齢化し
ていますが、小さい頃に土や生きものに親しむことは、後
の教育では補えない環境活動体験になります。それを強
く後押ししてくれるのが、大人（親）の参加者が真剣に楽し
む姿です。小金井市民の意識の高さが当活動の支えであ
り、今後もこの活動を持続していきたいと考えています。
（小金井市環境市民会議　副代表　瀧本広子）

小金井市環境市民会議　
環境学習部会「田んぼの時間」

　環境教育研究センターでは、現在、小平市の第三小学
校とともに、稲の栽培と管理を行っており、水田という
フィールドで実際に田植えや稲刈りを行い、作業の工程や
技術と、道具の使用方法を体験する活動を続けています。
　この活動は５年生の社会科授業の中で、地域社会や農
業を扱うことと関連しています。こうした活動も今年で4
年目となり、児童に農業体験の機会を提供するとともに、
人間性を育む教育活動に貢献したと評価され、小平市教
育委員会から表彰状を受けました。活動を続けていく上
で、学校からの移動や実際の作業時間など、引率の先生方
の負担も多く、野外活動のために天候の影響を受けてしま
うことなど、難しい要因がいくつかあります。また、収穫
時期には、スズメなどの鳥の被害もあるため対策が必要で
す。こうした課題に対応するために、水田には防鳥網を
掛け、小学校の先生方と連絡を取り合うなど、これらの課
題をできるだけ改善していく必要があると感じています。
　現在は田植えと稲刈りのみの体験活動を行っています
が、白米にするまでにはいくつかの作業があります。今
後は稲から穂を取り外す作業や、
籾殻とヌカを取る工程を体験して
もらえるように、先生方と相談し
て日程の調整を行っていきたいと
考えています。　　
（環境教育研究センター　平田大介）

　

水田を通じた環境教育

から実践講座を始め
ました。この講座で
は、疲弊しつつある
都市近郊農業を活性
化するにはどうすれば良いのか、江戸野菜が特産物になっ
て小金井農業を活性化し、延いては小金井の活性化につ
ながらないかなどをテーマとし、江戸野菜がひとつの具
体的な事例になることを目標にしています。また、これら
の活動によって、「少しでも緑の環境が残せれば」という想
いを込めて活動しています。
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のための
さまざまな取り組み

壁面緑化

設備関係

その他

屋上緑化・断熱塗装

１５%
 削減
東日本大震災により、夏期の大幅な電力削減が求められ、東京学芸大学
では、７〜９月の平日９〜20時まで、昨年の使用最大電力の値（１時間
単位）のマイナス15％を目標に節電プロジェクトを実施しました。
（環境改善企画部門長　堀雅臣）

環境憲章

基本理念

①本学のあらゆる活動から生ずる環境負荷を認識し、環境汚染の防止、エネルギー使用

量・廃棄物排出量の削減、資源リサイクル量の向上を図り、園児・児童・生徒・学生・

教職員などの心身の健康を図るとともに、環境への自覚を高める。

②地球環境や地域環境を保全・改善するための研究活動および環境教育・環境学習活

動を推進し、公開講座などを通じて環境問題の啓発、普及に努め、循環型社会の担い

手となる優れた人材の育成に努める。

③大学および附属校・園の自然環境の保全・充実に努め、「学芸の森」の学術的・教育的

価値をさらに高めるとともに、地域社会と連携し、園児・児童・生徒・学生・教職員・

地域住民などの多様で主体的な環境活動を推進する。

④「学芸の森環境機構」を中心とする環境マネジメントシステムを構築し、武蔵野の風土

と文化を活かした自然環境を形成し、学生も参加した定期的な環境監査などを実施す

る。

⑤環境に関する法規、条例、協定および学内規定などを遵守する。

基本方針

「教育への情熱・知の創造」をモットーに「有為の教育者」の育成を目指す東京学芸大学

は、地球環境問題が焦眉の課題となっていることを深く認識し、継続的な人類の発展に

寄与するために、地球環境の保全と充実に向けた教育研究活動を積極的に展開する。

また、緑豊かな自然を保持する本学は、建学以来育んできた「学芸の森」をかけがえのな

い教育研究環境として守り発展させ、周辺地域の自然環境との調和に努めつつ、多彩な

環境パートナーシップを構築する。

　本部棟、講義棟、総合教育科学系研究棟３号館にゴー

ヤやヘチマなどのツタを這わせ、緑のカーテンにより熱

の吸収を軽減しました。

　本部棟および自然科学棟の屋上緑化、入試課プレハブ

事務室の断熱塗装により、屋根からの熱の吸収を軽減し

ました。

　不要な照明の電源オフ徹底のほか、外灯のLED化、照

明用蛍光灯の一部取り外し、グラウンドの夜間照明の全

面使用禁止などにより、照明設備の電力使用を削減。ま

た、冷房温度設定29℃の徹底や冷房使用の一部停止、

ウォッシュレットの便座・温水の電源オフ、パソコンの

省電力設定、エレベータ使用の可能な限りの自粛などに

より、電力消費を抑えました。

 

　夏期一斉休業日の設定による使用電力抑制、５月１日

〜10月31日までのクールビズの実施、計画的年次休暇、

早期退勤日の周知徹底のほか、附属学校でも節電対策を

行いました。

消費
電力



環境パフォーマンス◉2010年

東京学芸大学

電気…9,278,385kWh
ガス…665,438N㎥
重油…56,900ℓ
水……162,686㎥
紙など資源…18,917,000枚

温室効果ガス（CO2換算）
……………5,284t
一般廃棄…411,732kg
排水………144,978㎥

INPUT OUTPUT

総エネルギー投入量

CO2排出量の削減対策として、重油ボイラから高効率
のガス・電気式の空調設備へと切り換えを進めていま
す。今後は重油焚暖房ボイラの廃止に向けて取り組み
を進め、CO2 排出量の削減を目指します。

2010年度の夏季は猛暑で、冬季も例年以上に寒かった
ため、空調負荷が増加しました。
また、夏季電力のピークカットのため空調設備の一部
を電気からガスへ切り換えたことも使用量が増加した
要因の１つと考えられます。

電気使用量は猛暑や重油からのエネルギーの切り換え
により増加傾向にありましたが、節電意識の向上や
LEDなどの節電機器の導入を進めることにより削減と
なりました。

さらなる紙使用量の節約を図るため、下記の項目
に取り組みました。
①両面利用の徹底　
②IT活用の義務化　
③Webサイトへの掲示、メールなど代替策への取
り組み　
④会議、委員会などの集約・廃止による配布資料の
削減

オフィスなどの大規模事業者の温室効果ガス排出
の抑制を目的とする環境確保条例（東京都）におい
て、温暖化対策計画策定時に最高評価「AA」を受
けています。2006年の中間報告においても取り組
み実績が高く評価され、東京都より最高評価「AA
＋」を受けました。

本学はすべて井戸水を使用しています。使用量削減については施設課職員やメンテナン
ス会社の巡回などで適時漏水診断を行い、漏水による無駄をなくすよう努めています。

重油

総エネルギー投入量 ガス

総エネルギー投入量 電気

総物質投入量

水資源投入量

温室効果ガス

事業活動に関わるエネルギー・資源の全体量
電気・ガス・水道などの地球環境に影響する使用量のデータを比較表にして、

各管理部局へ定期的に通知し、その増減状況の共通理解を得ることにより、省エネの意識向上を図っています。
以下に環境パフォーマンスの取り組みデータを示します。

※1　2008年度までは小金井地区のみの集計。省エネルギー法の改正（2010年4月施行）に伴い、2009年度からは附属校も含めた
東京学芸大学全体（小金井地区、世田谷地区、大泉地区、竹早地区、東久留米地区）を集計している。

（枚）

2009年度※12008年度2007年度 2010年度※12006年度
2009年度※12008年度2007年度2006年度 2010年度※1

2009年度※12008年度2007年度2006年度 2010年度※1

2009年度※12008年度2007年度2006年度 2010年度※1

665,438

343,289
298,061

16,627,500

10,386,500 9,938,000

17,701,500
18,917,000

（t/二酸化炭素換算）

2009年度※12008年度 2010年度※12007年度2006年度

3,664 3,773 3,823

5,307 5,284
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85,000
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155,000

6,395 6,496 6,695

9,442 9,278
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2009年度※12008年度2007年度2006年度

115,845 127,494117,132

177,566

8,804
控除

（下水道減免）

2010年度※1

162,686

10,113
控除

（下水道減免）

水道など使用量
（㎥）

2009年度※12008年度2007年度2006年度

111,269 109,750
119,960

179,495

2010年度※1

144,978

総排水量
561,492

361,610
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＊PRTR法施行令改正により、届出対象物質が354物質⇒462物質に変更（平成23年度～）ノルマルーヘキサンは23年から届出の対象となった。

※1はP22参照

環境マネジメント

　省エネ対策を講じた機器・器具を採用し、人感センサー連動照明器
具はもとより、高効率型空気調和機の採用、外灯は水銀灯からLED照
明へ、重油焚きボイラの廃止案、高効率型変圧器への移行、室内照明
はHF型蛍光管器具やLED照明などを採用し、電力消費量の削減を
図っています。また、2010年度の太陽光発電による電力供給量は、小
金井地区電気使用量の約0.8％となりました。
　今年度はとくに節電プロジェクトを発足させ、4～9月の電力消費量
だけで言えば、昨年度の同時期電力消費量と比較すると平均して、約
2割減／月を達しました。平日はもとよ
り、休日・祭日も前年度より同じく２割
程度の電力が削減できています。
　この現象は、単に強制的な節電を行っ
た結果ではなく、教職員・学生が自らも
節電意識を持ち始めたことが影響して
いると考えられます。
（環境調査評価部門長　栗林猛）

化学物質排出量・移動量

廃棄物等総排出量・廃棄物最終処分量

「東京学芸大学毒物および劇物取扱規程」に従い、教育・研究で使われる化学物質は適正
な管理・使用を行っています。PRTR法の報告対象となる使用量に達するものはありませ
んが、年間使用量の多い上位４つの化学物質についての数値を記載します。

2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

（㎏）

175.4

クロロホルム

ゴミの分別、ペーパーレス化の推進および返納物品活用バンクなどにより、廃棄物
の減量に努めました。

環境保全効果

太陽光発電量

※小金井地区とする。（芸術・スポーツ科学系研究棟４号館３０ｋｗ、総合教育
科学系研究棟３号館５ｋｗ、附属小金井中学校２０ｋｗ）

エネルギー使用量（単位：GJ）

水資源使用量（単位：㎥）

温室効果ガス排出量（単位：t－CO2）

環境パフォーマンス指標

1.09※

0.92※

1.00※

前年比

廃棄物等総排出量 廃棄物最終処分量

2009年度※12008年度 2010年度※12007年度2006年度

（㎏）
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第三者意見

　今回の環境報告書2011の特色は、本年３月11日に発生した東日本大震
災に関して、トピックスなどで大きく記述している点が１番にあげられ
ます。小金井市でも被災地の自治体を支援するため、職員を派遣するほ
か、義援金の募金活動や物資の提供などを行っており、復興までには、
長い時間がかかることから、継続した支援を行っていきます。
　震災以後は、私たちの暮らしについても資源の利用の仕方、放射線か
らの健康への影響を心配する声など、大きく変わったことがいくつもあ
ります。
　さて、東京学芸大学の環境報告書を拝見しますと、３つの特集の中に
腰を据えた環境への取り組みを見て取ることができます。10万坪の広大
な敷地に学芸の森として、さまざまな樹木、草木、生きものを育み、留学
生の方々にも日本の四季を感じ、そこに根差す文化を学び取っていただ
き、地域や社会とともに次代を担う人材を育成するという取り組みが有
機的、複合的に相乗効果を持って環境活動が進んでいるといった感を受
けました。
　2010年の環境パフォーマンスでは、エネルギー使用量の増加が見られ
ますが、建物改修工事に伴うものとのことで、今後省エネに配慮された
設備が適切な運用により、どう推移していくか注目していきたいと思い
ます。
　特筆すべきは、廃棄物に関する取り組みで、約19％の大幅な排出量削
減、グリーン調達の５年連続での100％達成、特色ある返納物品活用バン
ク制度など、非常に内容が充実していると感じています。
　小金井市も東京学芸大学の取り組みを手本に、より良い環境の創出を
これからもともに進めていきたいと考えています。

小金井市環境部長　岡部壯二
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東京学芸大学
学芸の森環境MAP

約30万㎡の東京学芸大学のキャンパスは、学生、教職員、
市民の方々にとても親しまれ「学芸の森」と呼ばれていま
す。学内には200種4,000本以上の植物が存在し、四季
折々、多様な植物が輝く生命をつないでいます。
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東京学芸大学の概要

東久留米地区
附属特別支援学校

下馬地区
附属高等学校

西武池袋線

東急東横線

JR山手線

東京メトロ丸の内線

JR中央線

東久留米

国分寺 武蔵小金井

大泉学園 池袋

茗荷谷

お茶の水

東京

渋谷

新宿

学芸大学

自由が丘

大泉地区
附属大泉小学校
附属国際中等教育学校
附属高等学校大泉校舎 竹早地区

附属幼稚園竹早園舎
附属竹早小学校
附属竹早中学校

世田谷地区
附属世田谷小学校
附属世田谷中学校

小金井地区
東京学芸大学
（学部・修士・博士）
附属幼稚園小金井園舎
附属小金井小学校
附属小金井中学校

基本理念

創造力と実践力を身につけ、今日の学校教育における諸課題に積極的に取り組む
教員を養成する。 

精深な知性と高邁な精神を身につけ、広く生涯学習社会において、指導的な役割
を担う人材を養成する。 

我が国の教育実践を先導する研究活動を推進し、その研究成果に立脚した独創的
な教育を行う。 

学校教育と教員養成・研修に関する情報を幅広く収集・整理し、国内外に向けて
発信する体制を構築する。 

社会に開かれた大学として、社会貢献活動や国際交流活動を積極的に推進する。 

基本目標

＜東京学芸大学各地区案内図＞

東京学芸大学は、我が国の教員養成の基幹大学として、豊かな人間性と科学的精神に

立脚した学芸諸般の教育研究活動をとおして、高い知識と教養を備えた創造力と実践

力に富む有為の教育者を養成することを目的とし、第二期の中期目標期間においては

特に次のことを基本的な目標とする。 

沿革

学部生	 4,957名

　教育系	 3,002名

　教養系	 1,955名

大学院生	 919名

　修士	 753名

　教職大学院	 44名

　博士	 122名

特別専攻科	 20名

1873（明治6）年	 4月　東京府小学校則講習所

1900（明治33）年	 2月	 東京府女子師範学校

1908（明治41）年11月　東京府青山師範学校、東京府豊島師範学校

1920（大正9）年	 4月	 東京府立農業教員養成所

1938（昭和13）年	 1月	 東京府大泉師範学校

1943（昭和18）年	 4月	 東京第一師範学校、東京第二師範学校、東京第三師範学校

1944（昭和19）年	 4月	 東京青年師範学校

1949（昭和24）年	 5月	 東京学芸大学

1966（昭和41）年	 4月	 学芸学部を教育学部に改称、大学院修士課程

1973（昭和48）年	 4月	 特殊教育特別専攻科

1996（平成8）年	 4月	 大学院博士課程（連合学校教育学研究科）

2004（平成16）年	 4月	 国立大学法人　東京学芸大学

2007（平成19）年　4月　特別支援教育特別専攻科

2008（平成20）年　4月　教職大学院

2009（平成21）年	 東京学芸大学創立60周年

学長	 1名

理事	 4名

監事	 2名

事務局・各学系等	 492名

施設センター	 39名

附属学校	 372名

外国人教師	 3名 

学生数 職員数

（平成23年5月1日現在）
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今後に
向けて

編 集 後 記

〈お問い合わせ〉

財務施設部 施設課　TEL：042-329-7160　FAX：042-329-7167　MAIL：gakupuro@u-gakugei.ac.jp

本報告書に関するご意見、ご感想、ご助言などをお待ちしております。

環境報告書2011・2010・2009・2008・2007・2006は、学芸の森プロジェクトホームページからご覧いただけます。

http：//mori.u-gakugei.com/

　今年度の「環境報告書」の刊行にあたりどうして
も触れておかなければいけないことがあります。
　東日本大震災です。自然災害の恐ろしさを実感
させられましたし、その後の原子力発電所の事故は
いまだ終息していません。私は、福島県の出身で高
校まで地元で過ごしました。いまだ多くの方が避
難を強いられている状況に心を痛めています。
　福島に「三春」という町があります。この地名は、
厳しい冬を乗り越え、梅、桜、桃が一度気に咲き出
すということからつけられたと言われています。
　東北はまさにいま春を迎えようとした矢先に、大
震災と原発事故に見まわれました。多くの方がい
ま「放射能」という目に見えない恐怖と戦わざるを
えなくなっています。一刻も早く終息することを
願うばかりですが、そのためにもできることをしっ
かりと進めていく必要を痛感しています。私もし
っかり支援をしていきたいと思っています。
　この大震災は、教育のあり方を大きく変えたと言
われます。私も同感ですが、それはいままでの教育
のあり方と全く違ったものではありません。私は、
昨年度、この「環境報告書」に次のような文章を書き
ました。
　「学校での学習を進めれば進めるほど、たてまえ
や規範的な答えになっていくことがあります。こ
うした形式的な学びから、実生活の改善に結びつけ
るような学びへと展開していくことが課題です」
　「実生活の改善」にどう関わるかが、いま、問われ
ています。最近の新聞報道では、岩手、宮城、福島
の３県で8万人が県外に住民票を移したということ
です。また、福島県では高卒の求人数が昨年度と比
較して15%減少したという報道もありました。地域
を担う人材、とくに若い世代が流出することは地域
社会の崩壊につながります。自然環境は、それを守
る人たちがいて維持されますし、その地域の生活環

境とも密接に関連します。つまり、地域社会を担う
人たちがいて初めて環境がつくられていくのです。
　震災の復興には地域の生活環境づくりが不可欠
ですが、そこで教育の果たす役割は小さくありませ
ん。東北には地元に根付いた職業高校が数多くあ
ります。こうした高校生たちに、地域の再生プラン
を地域の人とともに作成していくような実践がで
きないものでしょうか。水産学科・高校であれば
漁業や水産加工の復興プラン、工業学科・高校であ
れば地元の工業の復興プラン、看護学科であれば避
難所の高齢者の支援プランや子どもの心のケアプ
ランなど、その地域の実態にあったプランづくりが
可能です。各地の避難所で若い人たちが活動して
おり、大きな力になっていることが報告されていま
す。若い世代が「希望」を持って、その地域の環境づ
くり、街づくりに貢献できるような取り組みが大切
ではないでしょうか。
　そのためには、科学的な知識・技能の習得が不可
欠ですし、コミュニケーション力や情報収集力・分
析力なども必要になります。まさに、「実生活の改
善に結びつける学習」が求められます。しかも、こ
うした学びを展開していくことは、持続可能な社会
づくりにつながります。ただ、若い世代にとってあ
まりに厳しい現実が立ちはだかっています。それ
を一緒に乗り越えていくための支援が私たちに課
せられているように思います。本学も「教育の総合
大学」として、こうした支援や持続可能な社会づく
りへの貢献が必要だと思っています。「次世代につ
なぐ」とは、いまの自分の置かれた状況に向き合い、
他者と協働して、新しい環境づくりに関わっていく
ことによって達成できるものです。それを可能に
するための教育のあり方を提案していくことが必
要ではないでしょうか。今年度の「環境報告書」が
その一助になれば幸いです。

次世代につなぐ試みを
理事・副学長（総務等担当）　佐藤郡衛

　東京学芸大学は2009年の創立60周年を記念し、教職員や市民の寄付により、キビ
やアワを山梨県小菅村で有機無農薬で育て、麦雑穀工房マイクロブルワリーと共同で
発泡酒を開発しました。水は多摩川源流水を使うなど、素材にこだわった雑穀発泡酒
「Sobibo　ピーボ」は、イノベーション・ジャパン大学見本市で発表され、新聞やラジオ
でも多数取り上げられ、好評を博したことから、今後も開発が継続されることになりま
した。「Sobibo」とは、「素のままの美しい暮らし」を意味し、「ピーボ」とはキビの起源地
である中央アジアのアルコール飲料の呼称です。ラベルを美術専攻生がデザインし、東
京工芸大学と小菅村のロゴが配されるなど、大学と外部機関とのコラボレーションの象
徴ともいえる「Sobibo　ピーボ」は、通信販売で購入できるほか、大学近辺のレストラン
でもサービスされており、収益の一部は秩父多摩甲斐国立公園の東京水源林の保全と持
続可能な山村づくりのための環境学習活動に役立てられています。

雑穀発泡酒「Sobibo  ピーボ」

　今年から環境報告書の作成に携わらせてもらうことになりました。来年以降も多く
の方に読んでいただけるように、「読みやすい」「わかりやすい」を心がけて、報告書を
作成していけたらと思います。
　東京学芸大学の環境報告書の発行は今年で６年目になります。「学芸の森環境機構」
の多岐に渡る活動も次第に定着し、目に見える形で成果が現れはじめてきています。
壁面緑化・屋上緑化は今回で３年目になりますが、副産物としてヘチマ・瓢箪・ゴー
ヤに加え、今年は小玉スイカも収穫することができました。
　今年の夏は電力使用制限令が発令され、東京学芸大学でも節電の取り組みを推し進
めています。７月から本格的に節電プロジェクトが始まり、学生や教職員の方々の協
力により前年に比べて相当量の電力を削減することができました。今までも節電を心
がけて取り組んできましたが、それでも電力を無駄に使用してきた部分があったよう
に感じます。この節電の取り組みが今年だけで終わるのではなく、今後も継続してい
くことが重要だと思います。

財務施設部施設課機械係　西谷光平




